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【出席者】 

区 分 氏   名 所 属 団 体 等 

会  長 鈴木 美佐子 北海学園大学法学部教授 

副 会 長 内田 賢悦 北海道大学大学院工学研究院教授 

委  員 葛西 さとみ 行政書士カサイ・オフィス 

委  員 金坂 由美子 税理士法人金坂会計事務所 

委  員 齊藤 拓男 (株)道新デジタルメディアメディアプランナー 

委  員 竹内 弘雄 公認会計士竹内事務所 

委  員 武岡 明子 札幌大学地域共創学群教授 

委  員 野呂 美紗子 (一社)北海道開発技術センター主任研究員 

委  員 渡部 要一 北海道大学大学院工学研究院教授 

 

 

 

【事務局(北海道)】 

 北海道総合政策部計画推進担当局長        谷内 浩史 

 総合政策部政策局計画推進課長          石川 政宣 
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１ 開 会 

 

２ 議 事 

 (1) 平成３０年度政策評価の結果（案） 

ア 基本評価 

（同日開催の第３回基本評価等専門委員会において、事務局より説明） 

 

＜審議＞ 

特になし（同日開催の第３回基本評価等専門委員会において、審議） 

 

＜審議結果＞ 

第３回基本評価等専門委員会での審議を踏まえ、一部の表記を修正した上、了承。 

なお、事務事業評価結果の表記の修正については、会長と事務局で調整し、決定す

ることとされた。 

 

イ 特定課題評価 

（同日開催の第３回基本評価等専門委員会において、事務局より説明） 

 

＜審議＞ 

特になし（同日開催の第３回基本評価等専門委員会において、審議） 

 

＜審議結果＞ 

原案のとおり了承。 

 

ウ 公共事業評価 

（事務局より資料３～５に基づき報告） 

  

＜審議＞ 

【内田副会長】 

・平成 30 年 10 月 23 日に開催された公共事業評価専門委員会において、再評価対象

48 地区の審議を実施した。 

 

・専門委員会では、先ほど事務局からも説明があったが、評価対象として各委員が 6

地区程度を分担し、9 月中旬から 10 月中旬にかけてヒアリングを実施した 46 地区

と、全員評価地区 2 地区の計 48 地区について、事業の進捗状況、事業の必要性、事

業の達成見込みといった評価の視点を念頭に、厳しく審議を行った。 
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・結論から申し上げると、審議の結果、再評価対象 48 地区すべてにおいて「事業を継

続することは妥当」との評価結果となったが、今後、さらなる検討などが必要と考

えられる事項については、専門委員会として付帯意見を付すこととした。 

 

・付帯意見としては、まず、公共事業評価全般に対して、「事業の実施に当たっては、

さらなるコスト縮減や効率的な整備を徹底すること」というもの。 

 

・この付帯意見は、例えば、河川の改修工事で、川幅を拡大するような掘削工事を行

う場合を考えると、川幅の拡大により橋の架け替えが必要となる場合がある。流域

全体で見ると人口が減少していったり、社会経済状況が変化していくといったこと

があるため、2 橋を 1 橋に統合するとか、また、橋の架け替えに関しても、仮橋を

設置せず、例えば一ヶ月程度であれば通行止めにするなどにより、工期の短縮とコ

スト縮減を図ることを求めたもの。 

 

・このコスト縮減の意見については、すべての公共事業に該当することから、公共事

業評価全般として意見を付した。 

 

・また、広域河川改修事業費・河川総合流域防災事業費全般として、「水系単位で整備

効果が発現する河川事業など、事業が長期化している地区については、社会経済情

勢や事業の進捗状況を的確に把握し、より一層地域の実情に応じた事業計画となる

よう努めるほか、事業の早期完成を目指すこと。」という付帯意見を付した。 

 

・この付帯意見は、事業が長期化している河川改修事業に対する意見となる。 

事業が長期化している河川改修事業では、計画策定から相当の期間が経過しており、

その間、人口の減少や土地利用の変化など、社会経済情勢が計画当初より大分変化

しているという実情があるため、当初の計画を遂行するのではなく、社会状況の変

化を鑑みながら事業計画を進めていくことを求めたもの。 

 

・また河川事業では、事業着手から 60 年以上経過している事業もあり、事業完了まで、

今後相当期間が必要であり、さらなる事業費の増加により、事業期間の延伸も懸念

されることから、事業の早期完成を目指すよう意見を付した。 

 

・以上をまとめると人口が減っていく中で、事業の効果も下がっていく。そうした人

口動態を考え、こうした意見を付した。 
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・その他、専門委員会での発言としては、道営土地改良事業費（農地整備事業（中山

間地域型））について、この事業は、中山間地域で基盤整備が比較的遅れている水田

地帯において、用水路の整備や区画整理による区画の拡大、併せて排水路の整備な

どを行う事業であるが、事業着手した後でも、農業者からの要望により区画整理面

積が増加し、あわせて事業費が増額となったり事業期間が延びたりするため、「今後、

事業を実施する際には、近隣地域を含む農業者に対し、土地利用の将来予測を示す

など、より一層丁寧な説明を行い、着手後に事業量が大幅に増加しないよう努める

こと」との意見があった。 

 

・また、道路改築事業費（江別恵庭線）について、この道路は、江別市から恵庭市に

至る幹線道路であるが、交通事故が多発する急カーブ、急勾配区間の改良や大型車

のすれ違いが困難な橋梁の架け替えなどを行い、安全な通行を確保するもの。 

 

・この事業では、工事を開始した箇所の地盤改良が必要となり、それに伴い道路の側

にあった北海道電力の鉄塔を移設した後、完成させるという流れであったが、一度

移設した後に地権者から鉄塔を戻すよう要望があったため、当初の計画より 2 年延

長となり事業費が増額となったもの。 

 

・こうした用地交渉の進捗状況などによっては、事業期間や事業費に大きく影響が出

ることも考えられることから、「用地交渉など、今後の事業執行に影響を及ぼす恐れ

のある事項については、見通しなども含め、委員会に対してできるだけ幅広く説明

するよう努めること」との意見があった。 

    

・また、河川総合流域防災事業費（アイヌ川）についてだが、この河川の一部では、

治水及び環境との調和を図るため「二層暗渠」という工法を計画しているが、計画

策定時の昭和 61 年から長期間が経過しているため、他の工法とのコスト比較や地域

住民の親水に対する要望の変化などを改めて確認しながら事業を進めるよう、「計画

策定後、長期間経過している事業内容については、社会情勢の変化により事業費の

変動も考えられるため、より細やかにコスト管理を行うよう努めること」との意見

があったもの。 

 

・最後に公共事業評価全般として、近年の資材単価や労務費の上昇、これは東日本大

震災から続いていることだが、また今後予定されている消費税の増税など、事業費

の増加要因も考えられることから、「資材単価の上昇などによる事業費の増額を伴う

事業については、事業の進捗状況や予算動向などを踏まえ、適切な時期に事業期間

の見直しを行うこと」との意見があったもの。 
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・この意見については、事業が最終年度に入ってから事業期間を延長する事例もあっ

たことから、計画を変更することが判明した時点で、見直しを行うべきということ

であった。 

 

・このように専門委員会では、ヒアリングや現地調査を踏まえ、事業の進捗状況、事

業の必要性、事業の達成見込みなどの観点から審議した結果、再評価対象 48 地区に

ついて、「事業を継続することは妥当」と判断した。 

 

【葛西委員】 

・質問となるが、公共事業評価においても一次評価は部局で行い、二次評価は検討チ

ームで行うということであるが、基本評価であれば評価の基準として指標の判定や、

緊急性の有無などの判断をする項目があったりするが、公共事業評価では評価の視

点はあるが、評価結果の評点などの明示はしないものなのか。 

 

【内田副会長】 

・基本的には事業の必要性や、近隣住民の意見も踏まえた状況なども考慮するが、客

観的な数値としては、便益として、事業を行ったことにより受益者がどれだけ利益

を受けられるかについて金額に表し、それと事業費を比較することにより、便益が

事業費より大きければ、投資効率性は高いということ。 

 

・必ずしもここで出している便益については、全てが確実に計算できるものではない

ので、今回は B/C が 1 を割ったものはないが、たとえ 1 を割っていたとしても、期

成会ができているなど便益に記載できていない事情等もヒアリングや現地調査を通

じて担当者が主体的に評価した後、委員全員で事業の継続について判断をしている。 

 

【竹内委員】 

・資料３について、調査審議地区にある（２）審議地区と（３）専決地区とは何か。 

 

【内田副会長】 

・各委員が 6 地区程度を担当し、10 月 23 日に公共事業評価専門委員会を開催し審議

をしたところであるが、48 地区を全員で審議するには時間がかかりすぎることもあ

り、過去は二日間に渡り審議したこともあったが、明らかに効果が高い地区につい

ては担当委員が専決地区として報告のみとし、もう少し全員で話し合うべき地区に

ついては審議地区としている。時間制約も考えながら審議地区と専決地区の二つに

分けているところ。 
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【竹内委員】 

・事業費の増加や事業期間の延長などについて付帯意見もついているが、そもそも論

として、こういった状況になった時に、第三者が評価するとかではなく、道庁とし

て部局内部での手続きは適切に行われているのか。また、統制は効いているのか。 

 政策評価委員会としては計画の変更などについて概ね良いだろうとしているが、手

続き論として、こうした事態が生じた際に、実行部隊自身が牽制を働かせながら、

変更の是非についてその都度チェックできているのか。 

 

【事務局】 

・やむを得ず事業費が増額となったり期間が延長となる場合は、当然、内部的に事業

の必要性や費用対効果を検証した上で、計画変更の必要性について判断をそれぞれ

が行っている。さらに政策評価の段階で資料３の評価の視点にも記載してあるよう

に、事業の進捗状況や必要性について判断いただいた中で、自身も検証を行います

し、評価委員にも綿密に審議いただくことにより、継続の判断をしているところ。 

 

【渡部委員】 

・今の議論の中でも、やはり計画変更があった時にコストが増えることについては、

一度開始した事業をコストがかかるようになったから止めてしまおうという議論に

はならないので、どうしても認めざるを得ないという方向に動いてしまう。 

 

・今すぐには決められなくても、この状態に歯止めをかけるということを、政策評価

委員会の中では常に意識をしておいて、今後、人件費や物価が上がっていく時に、

この事業の継続性について、「始まってしまったからいいよ」ではなくて、常に考え

ることをしていきたいと私自身も思っている。 

 

・先ほど説明があったように、コスト縮減について強調されていたが、これは重要な

こと。コスト縮減といっても、人口が減っているから橋を架ける数を減らすとかも

あるが、もう一つ、公共事業評価専門委員会の中では議論はしていないのだが、意

識を持っておきたいものとして、民間からの提案をもっと受けいれてもいいのでは

と考える。 

 

・例えば国の事業などにおいても、規模は違うが、大きな工事で元々発注された仕様

に書かれた工法ではなく、別の工法を採用することによりコストが下がった場合、

国は発注額が減り、民間は減額された部分の半額はもらえるといった制度もあるの

で、必ずしもそれが良いとは言わないが、民間からの提案も受け入れるような形を

とれば、コスト縮減にも取り組めるかもしれないと考える。 
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＜審議結果＞ 

 原案のとおり了承。 

 

３ 閉 会 

 


